










（１）ご利用いただける世帯

 低所得世帯　※次の要件のいずれにも該当する世帯
①低所得世帯で、収入の減少や失業等により生活に困窮し、日常生活の維持が困難となっていること。
　　収入の減少については、一時的な減少であり、今後増加が見込まれること等が条件となります。
　　失業等により、常用雇用を目指し就職活動中の方が対象のため、原則、就労している方は対象となりません。
②公的な書類等で本人確認ができること。
③現に住居を有していること、または生活困窮者自立支援法に規定する住居確保給付金（＊）の申請を行ない、
住宅の確保が確実に見込まれること。
④社会福祉協議会及び関係機関から、貸付け後の継続的な支援を受けることに同意していること。
⑤社会福祉協議会が貸付け及び関係機関とともに支援を行なうことにより、自立した生活を営めることが見
込まれ、償還（返済）が見込まれること。
⑥失業等給付、職業訓練受講給付金、生活保護、年金等の他の公的給付または公的な貸付けを受けることが
できず、生活費を賄うことができないこと。

　　失業等給付、生活保護、年金等の他の公的給付を受けることができる場合は、貸付対象となりません。
　　また、公的年金は受給額が少額であっても受給している場合は、貸付対象となりません。
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 ○ 教育支援資金は合格発表前に受験事実が確認できる書類（入学願書、受験票の写し等）と必要書類により借入申
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込みが可能です。事前審査を行い、合格通知書の写しを提出いただいた後、貸付決定、契約締結します。










